金 監 第 3 92 号 
令 和 4 年 2 月 2 4 日 


一 般 社団 法人 全国 労働 金庫 協会 御中 


金融 庁 監 督 局 長 
栗田 昭久 


成年 年 齢 引下げ を 踏ま えた 対応 に つい て (要請 


民法 の 改正 に より 、 本 年 4 月 か ら 成 年 年 齢 が 18 歳 に 引き 下げ られ 、 親 の 同意 を 得 
る こと な く 、 有 効 な 貸付 け の 契約 を 締結 で きる よう に な り ま す 。 

成年 年 齢 の 引下げ に より 、18 歳 、19 歳 の 若年 者 (以下 「 若 年 者 」 と する 。) が 積極 
的 に 社会 の 中 で 主体 的 な 役割 を 果たし 、 社会 に 大 き な 活力 を も た ら す こと が 期待 され 
ます 。 一 方 で 、 若 年 者 が 過大 な 債務 を 負う こと が な いよ う 、 預金 取扱 金融 機関 に お い 
て は 、 若年 者 に 対す る 消費 者 向け 貸付 け を 行う 場合 に 特段 の 配慮 を する こと が 重要 で 
す 。 

こう し た 中 、 令 和 4 年 1 月 7 日 に 成年 年 齢 引下げ に 関す る 関係 開 僚 会 合 (構成 員 : 
内 閣 総理 大 臣 、 金 融 担当 大 臣 等 ) が 開催 され 、 若 年 者 の 消費 者 被害 等 を 防止 する た め 
の 主 な 施策 ( 別 添 1 参照 ) が 報告 され まし た 。 

金融 庁 と し て は 、 令 和 4 年 2 月 17 日 付 金 監 G39 号 「 成 年 年 齢 引下げ を 踏ま えた 
対応 に つい て (要請 )」 に お いて 、 若 年 者 に 対す る 消費 者 向け 貸付 け を 行う 場合 に は 、 
経営 陣 の 主導 の も と 、 万 全 の 態勢 を 構築 し 、 適切 に 取り 組ん で いた だ く よ う 有 要請 し た 
と ころ で す 。 つき まし て は 、 今 般 貴 協会 に お いて 申し 合わ せ を 公表 し た こと を 踏ま え 、 
下記 の 点 に つい て 適切 に 取り 組ん で いた だ く よ う 改め て 要請 し ます の で 、 貴 協会 会 員 
宛 に 周知 徹底 方 よろ し く お 願 いい た し ます 。 


中 
Cl 


全国 労働 金庫 協会 が 令 和 4 年 2 月 24 日 付け で 公表 し た 申し 合わ せ 「 労 働 金庫 業態 
に お ける 成年 年 齢 引下げ を ふま えた 対応 に か か る 申し 合わ せ 」( 別 添 2 参照 ) を 遵守 
する こと 。 
【 全 国労 働 金庫 協会 の 公表 先 リ ンク 】 
https ://all.rokin. or. jp/news/file/20220224_oshirase_cardloan_arrangement 
.pdf 
以 上 


( 別 添 1) 令 和 4 年 1 月 7 日 成年 年 齢 引下げ に 関す る 関係 閣僚 会 合 資料 


若年 者 の 消費 者 被害 等 を 防止 する た め の 主 な 施策 


これ まで の 取組 (~2021 年 12 月 ) 施行 まで の 取組 (2022 年 1 月 ~2022 年 3 月 ) 施行 後 の 取 組 (2022 年 4 月 ~) 





る 教育 一 若者 を 狙っ た 悪質 商法 等 に 対抗 する た め の 能 力 の 獲得 一 


新 学 習 指導 要領 の 対象 と な っ て いな い 成 年 年 齢 高校 等 に お いて 新 学 習 指導 要領 (2022 年 4 月 て) に 基づき 新しい 科目 新しい 科目 (公共 ) や 内 容 を 充実 し た 家庭 
引下げ 対象 者 全員 (2020・2021 年 度 入学 生 ) (公共 ) や 内 容 を 充実 し た 家庭 科 に お いて 消費 者 被害 の 防止 や 救済 に 関 科 の 新しい 教科 書 に より 、 一 層 教 育 が 充実 
が 新 学 習 指導 要領 に 基づく 充実 し た 授業 を 受け する 理解 を 深め る 教育 な ど が な され る よう 、 学校 現場 へ の 更 な る 周知 徹底 大 学 に お いて 、 特に 新た に 成年 と な る 学生 に 対 
られ る よう 、 関係 の 指導 内 容 を 前 倒し し て 指導 大 学 に 対し て 、 新入 生 ガ イダ ンス な と に お ける 周知 を 含め 、 特 に 2022 年 度 し 、 消 費 者 被害 の 防止 に 向け た 指導 等 を 実施 
全国 の 大 学 の 909% で 、 消費 者 問題 に 関す る 指 新た に 成年 と な る 学生 に 対す る 指導 ・ 啓 発 の 徹底 に つい て 改め て 依頼 し 、 あ 実践 的 な 消費 者 教育 が 実施 され る よう 取組 を 
導 ・ 啓 発 を 実施 わせ て 学内 教職 員 等 の 消費 者 被 書 の 防止 に 関す る 意識 醸成 を 図る 継続 。 教員 研修 の 更 な る 充実 の 促進 
消費 者 教育 教材 「 社 会 へ の 扉 」 等 を 活用 し た 授 消費 者 教育 教材 「 社 会 へ の 扉 」 等 を 活用 し た 授業 を 全国 の 高校 で 1009% 法 教育 リー フレ ッ ト 「18 歳 を 迎え る 君 へ 」 を 全 
業 を 、 全国 の 高校 の 869% で 実施 (前 年 度 679%) 。 実施 する よう 、 自治 体 へ の 働き 掛け 、 学 校 へ の 出前 講座 等 を 実施 国 の 高校 2 年 生 全員 に 配布 ( 約 130 万 部 ) 
同 教材 を 活用 し た 教員 用 研修 動画 の 作成 ・ 周 知 。 学校 等 の 要請 に 応え 、 法 教育 リー フレ ッ ト 「18 歳 を 迎え る 君 へ 」 を 追加 配布 消費 者 教育 フエ スタ を 実施 し 、 教員 等 へ の 授 
法 教育 リー フレ ッ ト 「18 歳 を 迎え る 君 へ 」 を 全国 の 新高 校 学習 指導 要領 (2022 年 4 月 へ ) に お ける 金融 教育 の 拡充 を 踏ま え 、 業 の 実践 方 法 の 共有 等 を 通じ て 消費 者 教育 
高校 2・3 年 生 全員 に 配布 ( 計 350 万 部 ) 成年 年 齢 引下げ を 含め た 家庭 科 指導 教材 を 作成 し 、 教 員 に よる 授業 や の 推進 を 図る 
金融 リテラ シー 教育 を 延べ 25,.000 人 以上 に 実施 金融 店 職 員 に よる 出張 授業 で 活用 成年 年 齢 引下げ に 関す る バン フレ ッ ト 等 を 全国 
成年 年 齢 引下げ に 関 > の 学習 塾 に お いて も 配布 






































成年 年 齢 引下げ 特設 ウェ プ サ イ ト 「 大 人 へ の 道 し 
る べ 」 を 制作 し 、 全国 の 高校 ・ 大 学 等 に 周知 
e 動画 「 1 分 で わか る 成年 年 齢 」 と 解説 資料 を 全国 
の 高校 ・ 大 学 等 に 周知 
を ei a gogo 広告 を 掲出 
le 等 に バナ ー を 1,000 万 回 以上 ) 
に ィ ベン ト 「TGC teen 2021 Winterl に お いて 
ーー 


( 約 21 万 人 視聴 
@ 人 ンド ブッ ク 「 こ れ っ て あり ? まん が 知っ て 役立つ 
労働 法 Q&A て 」 を 全国 の 高校 ・ 大 学 等 に 配布 
(2020 年 度 ・2021 年 度 に 各 1.2 万 か 所 ) 








@ Er ジャ ー ズ 」 と タイ アッ プ し た 大 規模 キャ ン ペ ー ン を 実施 
・ テ レビ CM : (東京 ・ 大 阪 で 延べ 視聴 率 約 80096) 
・Web 動 画 : me ーー ニー 若年 層 ・ 親 世代 向け に 約 4.000 万 imp 
"2 人 舎 ーー 


ーー / ペ ー ソ ン 

・ 4 週 に わた り 、 に 大 千 を 掲載 
・ ポ スタ ー : 全国 の 高校 、 大 学 、 自治 体 等 に 3 万 部 本 

大 年 年 衣 引 下げ を テー マ と する デレ ビ 番 揚 を 放映 予定 (日 本 テレ ビ ) 

動画 「1 分 で わか る 成年 年 齢 引下げ 」 の イン ター ネッ ト 広 告 を 実施 

(イン ター ネッ ト 広 告 を 活用 し 、 YouTube・Instagram・Twitter で 計 300 万 imp) 
sai cn i 
So 
の ED TE テン ツ を 作成 し 、 過剰 


関係 業界 へ の 働き 掛け 若者 と の 取引 の 相手 方 と な る 事業 者 へ の アプ ロー チー 


er 関係 業界 へ の 自主 的 な 取組 を 要請 e 和 全 府 省庁 か ら 、 各 所 管 業界 に 対し 、 若年 者 へ の 適切 な 配慮 を 要請 し 、 若年 者 と の 契約 に 当たっ て の 留意 事項 を 通知 
・ 貸金 業 協会 に お いて 、 アン ケー ト を 通じ て 把握 し た 個 社 の 取 e 若年 者 の 利用 が 多い サー ビス 業界 の 関係 固体 等 (※) と 連携 し た 周知 ・ 政 発 キャ ン ペ ー ン を 実施 
組 の 好 事 例 を 横 展 開 。 また 、 特設 ウェ ブサ イト で 啓発 を 実施 。 ※ 貸 金 業 協会 、 日 本 クレ ジッ ト 協 会 、 全国 銀行 協会 、 求 人 メデ ィ ア 事業 者 等 





大 規模 キャ ン ペ ー ン の 認知 度 、 理解 度 等 を 
証 


検 

e 検証 結果 を 踏ま ええ 、 リス ク へ の 注意 喚起 を 
重点 と し た 更 な る 広報 を 展開 

@ ハン ド プ ブック 「 こ れ っ て あり ? まん が 知っ て 
役立つ 労働 法 Q&A て 」 を 全国 の 高校 ・ 大 
学 等 に 配布 (毎年 度 1.2 万 か 所 ) 

e 関係 省庁 に お いて 「 消 費 者 相談 ダイ ヤル 」 を 
用 意 す る な ど 、 若年 者 か ら の 相談 対応 を 強 
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化 
@ クレ ジッ ト に つい て 、 イン フル エン サー を 起用 し 
た ウェ プ コ ン テ ン ツ を 展開 


・ 日 本 クレ ジッ ト 協 会 の アン ケー ト 結 果 を 踏ま え 、 若年 者 へ の 配 ※ 貸 金 業 協会 に お いて 、 金融 トラ ブル 事例 や 貸金 業 協会 の 特設 ウェ ブサ イト を 紹介 する YouTube 広 告 を 実施 ( 約 10 万 アク セス) 


2 ※ 日 本 クレ ジッ ト 協 会 の 若年 者 向け 特設 ウェ ブサ イト で 世 発 を 実施 (イン ター ネッ ト 広告 を 活用 し 、 約 20 万 アク セス ) 


実施 ( 約 2 e 貸金 業 協会 に お ける 自主 ガイ ドラ イン (収入 の 状況 を 示す 書類 の 確認 等 ) の 策定 等 を 行う 。 クレ ジッ ト 事 業者 に 対し て は 過剰 
は エーーー ナー 約 80 の 与信 防止 の 更 な る 自主 的 な 取組 を 要請 。 過 算 借入 ・ 与 信 防 止 の 観点 か ら 、 当 局 の 中 普 ・ 検 査 に より 遵守 状況 を モー タリ ング 。 
5 上 に に | 寺 の 8XE | | % 若年 層 を 標的 と し た 融 な 貸付 け 、 利 有 搬 等 に 係る 事犯 の 取締 り 











































































































































































































( 別 添 2) 全国 労働 金庫 協会 申し 合わ せ 
2022 年 2 月 24 日 
全国 労働 金庫 協会 理事 会 
労働 金庫 業態 に お ける 成年 年 齢 引下げ を ふま えた 対応 に か か る 申し 合わ せ 
『 民 法 』 改 正 に 伴い 、2022 年 4 月 1 日 より 成年 年 齢 が 現行 の 20 歳 か ら 18 歳 に 引下げ られ ます 。 
これ に 伴い 、 こ れ ま で 親権 者 の 同意 が 必要 で あっ た 18 歳 ・19 歳 の 若年 者 (以下 「 若 年 者 」 と いう ) 
は 、 自 ら の 意思 で 借入 れ も 含 め た 様々 な 契約 を 締結 で きる よう に な り ま す 。 
本 成年 年 齢 の 引下げ は 、 若 年 者 の 自己 決定 権 を 尊重 する も の で あり 、 和 社会 参加 の 促進 に つなが 
る も の と し て 期待 され て いま す 。 








































































































































































































し か し な が ら 若 年 者 に つい て は 、 一 般 的 に 金融 取引 を 含む 社会 経験 が 少な いこ と 、 ま た 、 本 改正 
に 伴い これ まで 認め られ て いた 未成 年 者 取消 権 が 行使 で き な く な る な ど 、 こ れ ま で 以上 に カー ドロ 
ン 等 の 提供 に は 十分 な 配慮 が 必要 に に な り ま す 。 

つき まし て は 、 利 用 者 保護 の 観点 か ら 、 若 年 者 へ の カー ドロ ー ン の 提供 に あたり 、 以 下 の 点 を 
労働 金庫 業態 と し て 申し 合わ せる こと と いた し ます 。 

記 

1. 生活 応援 運動 の 実践 

労働 金庫 業態 で は 、 勤 労 者 が 金融 トラ ブル や や 多重 債務 に 陥ら な いよ う 、 こ れ ま で も 勤労 者 の 

「 お 金 」 に まつ わる 諸 間 題 の 防止 ・ 解 決 に 向け 、 生 活 設 計 ・ 生 活 政 善 ・ 生 活 防衛 を 3 つの 柱 と 
する 生活 応援 運動 の 取組 み を 進め て いる 。 

引き 続き 労働 金庫 業態 で は 、 会 員 ・ 推 進 機構 と 連携 し 、 若 年 者 を 含む 勤労 者 の 生活 設計 ・ 
生活 改善 ・ 生 活 防 衛 に 資す る 金融 教育 ・ 消 費 者 教育 な どの 対応 に 注力 し て いく 。 












































2. 若年 者 へ の 配慮 に 欠け た カー ドロ ー ン 広告 ・ 宣 伝 お よび 推進 の 抑制 


( 1 ) カー ドロ ー ン に 関し て 、 





若年 者 











ビ た 


5 
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特 
きる : 天 う 
(2) 若年 者 へ の 積極 的 な カ 
その うえ で カー ド 
を 行う と と も に 、 カ ー ド 


今般 の 成年 
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年 齢 引下げ に 人 
に な る こと を 強調 する と いっ た 配慮 に 欠 


ニー 


の み に 限 
E い 、 親 











“ロロ 


ン 推 




















座 の 


に た きみ 回 











開設 を 
座 開 設 の 必要 性 








3. 健全 な 利用 を 促す 相談 受付 ・ 審 査 態 勢 等 











更 と 利用 者 保 

















(1 ) 利用 者 利 








護 の 両 




















利用 者 に と っ て 過剰 
で 適切 な 相談 受付 ・ 
(2) カー ドロ ー ン 審査 時 お J 
の より 詳細 
対応 を 行う 。 





























よび 借入 


後 、 契 約 者 に 不 


HH な ヒア リン グ の 実施 や 、 必 要 に 応じ 、 


E し た 広 
権 者 の 同意 な し に 労 信 


に 十分 配慮 し な が ら 、 特 
な 借り 入れ と な ら な いよ う 、 収 入 状況 
審査 を 行う 。 


月 
白 








・ 宣伝 は 行わ な い 。 























勤 金 庫 の カー ド 
けた 表示 等 は 行わ な い 。 











進 は 行わ な い 。 
希望 する 若年 者 に は 、 商 品 性 等 
に つい て 十分 な 





認 を 行う 。 


に 、 若 














に 
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や 返済 能力 を 正確 ! 























自然 な 点 が 見 受 
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契約 者 の 同意 を 得 た うえ で 親 





T 
LA 











けら れる 場合 に は 
族 等 


据 し た 


\ 契約 


を 交 


以 


ロー ン が 利用 で 


に つい て 、 丁 寧 な 説明 


E 者 向け の 貸付 に 際 し て は 


の を 


者 へ 
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